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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標施設施設施設施設
 実績施設施設
 目標％％％％
 実績％％
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 30
 09
 活
 動
 ②
 市内公園遊具の健全
 化率
 01020
 活
 動
 ①
 公園施設の改修件数
 040
 成
 果
 ②
 4040
 05
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 社会資本総合整備計画
 橿原市公園施設長寿命化計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費都市公園費公園整備事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市内の公園（橿原市公園施設長寿命化対策事業対象公園）においては、施設改修を地域のニーズに合わせ計
 画的に行う。
 ●老朽化し危険と判断された遊具の更新を優先的に行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２１　公園・緑地
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名公園整備事業
 担当課
 都市デザイン部公園緑地景観
 課
 課室長名今北　英之
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 /0/0/0/0
 /人数/2.1/2.1/2.1/2.1
 /2.1/2.1/2.1/2.1
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 令和2,3年度橿原市公園施設長寿命化計画に基づいて公園施
 設の改修を行っている。本年度は特に以前より改修要望が多
 かった大規模な遊具を更新したため施設数としては目標には
 達成しなかった。しかし施設の老朽化は日々進行しているの
 で、進行状況を確認しながら、公園利用者、地元自治会の要
 望や利用状況を踏まえ、優先順位の高い遊具や設備等を修
 繕、更新していく。
 方向性拡大する
 内
 容
 橿原市公園施設長寿命化計画に基づき、
 公園利用者、地元自治会の要望や利用状
 況に対応し、老朽化した遊具や設備等を
 修繕、更新していく。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い公園利用者、地元自治会の要望や利用状況に対応し、橿原市公園施設長寿命化計画に基づき
 老朽化した遊具や設備の改修を行ったため。
 （169のターゲット）
 やや低い11.7114.11
 低い15.91
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 植山古墳公園において四阿や園路、広場
 の整備を行い、令和2年度に整備したト
 イレ、駐車場と合わせて駐車場周辺エリ
 アの工事を完了する。
 公園利用者、地元自治会の要望や利用状
 況に対応し、老朽化した遊具や設備等を
 修繕、更新する。
 令和2,3年度に策定した橿原市公園施設
 長寿命化計画に基づき、公園利用者や地
 元自治会からの要望・利用状況に応じ
 て、老朽化した遊具の更新を行った。
 令和４年度の実績としては、以前より
 ローラー滑り台の改善要望がある見瀬近
 隣公園複合遊具の更新や四条児童公園・
 燈明田児童公園の遊具更新を行った。
 032,700
 一般財源増加額（前年度比）--25,2207,876
 一般財源16,5444,00741,76411,883
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金012,500027,960
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債035,400
 12,92212,98113,02312,981
 人件費割合（LC/TC）0.440.200.240.15
 総費用（TC）29,46664,88854,78785,524
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）16,54451,90741,76472,543
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）12,92212,98113,02312,981
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込％％％％
 実績％％
 見込件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 300
 0548
 活
 動
 ②
 市民からの公園要望
 への対応
 0300300
 活
 動
 ①
 新沢千塚古墳群公園
 来訪者増加数（前年
 度比）
 02
 成
 果
 ②
 22
 09
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市公園施設長寿命化計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費公園管理費公園管理事務費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●自治会と管理協定を結び市民と共に公園緑地を快適に利用できるよう管理を行う。
 ●公園の管理については、遊具や公園施設の定期的な点検を実施し、必要に応じ迅速で適切な修理を行い、市
 民が安全・快適に公園を利用できるように取り組む。
 ●新沢千塚古墳群公園において指定管理者制度及びＰ－ＰＦＩにより、民間事業者の自主性や創意工夫を活か
 した弾力的かつ効率的な運営を行い、利用者に対するサービスの効果及び効率を向上を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２１　公園・緑地
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名公園管理事務
 担当課
 都市デザイン部公園緑地景観
 課
 課室長名今北　英之
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 /0/0/0/0
 /人数/2.7/2.3/2.3/2.3
 /2.7/2.3/2.3/2.3
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 公園の清掃・除草等維持管理は市民と協働で行っているもの
 の、高齢化により担い手不足が懸念される。P-PFIや指定者
 管理等の民間活用などによる管理体制の見直しを更に図って
 いく。
 方向性手段見直し
 内
 容
 管理体制の見直しを行い、適切な施設管
 理と運営を行っていく。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い公園緑地の維持管理については市民と協働で行っている。新沢千塚古墳群公園においては
 P-PFIの導入を行い、公園施設の運営・管理において民間活用を進めることができた。市民
 がより過ごしやすい公園作りに効果的な事業を行えた。
 （169のターゲット）
 やや低い11.7114.11
 低い15.91
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・公園緑地等の草刈り、樹木剪定業務、
 遊具の点検、修理等を実施し、市民と協
 働して公園の維持管理を行った。
 ・前年度に引き続き、公園施設長寿命化
 計画の更新業務を行った。市内公園照明
 灯のLED化を長期継続契約を活用し全公
 園を対象に実施した。
 ・奈良県内で初のP-PFIを活用した公園
 管理に向け業者選定を行い、民間活力を
 導入した公園の管理運営に向けて事業者
 との協議などの準備を進めた。
 ・公園緑地等の草刈り、樹木剪定業務、
 遊具の点検、修理等を実施し、市民と協
 働して公園の維持管理を行った。
 ・指定管理者が定めた事業計画が適切に
 実行されるように監理を行った。
 ・新沢千塚古墳群公園においてはP-PFI
 事業により、休憩所を古墳・歴史のガイ
 ダンス機能を付加した「1000 PARK
 CAFÉ」にリノベーションし、営業を開
 始させた。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--118,729510
 一般財源59,764177,577178,493178,087
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他01,57301,594
 07090709
 地方債00
 16,61414,21714,26314,217
 人件費割合（LC/TC）0.220.070.070.07
 総費用（TC）76,378194,076192,756194,607
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）59,764179,859178,493180,390
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）16,61414,21714,26314,217
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 参道の森美化活動参
 加人数
 360380
 100
 成
 果
 ②
 400420
 175277
 成
 果
 ①
 各年度における特定
 生産緑地への意向確
 認
 0100100100
 0
 関連する
 個別計画
 橿原市緑の基本計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費緑化推進費緑化推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●橿原市緑の基本計画に基づき緑化の推進を図るための事業として、住民に啓発するとともに、自治会等に
 よって取り組まれる緑化活動に対して支援を行う。
 ●生産緑地法の運用により、農地等の民有緑地を計画的に保全し良好な都市環境の形成を行う。
 ●日本有数の都市における「森林遊苑」であり、本市を代表する自然環境資産を次世代に継承するため、参道
 の森協議会を通じて、参道の森を保護・育成する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２１　公園・緑地
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名緑化推進事業
 担当課
 都市デザイン部公園緑地景観
 課
 課室長名今北　英之
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 /0/0/0/0
 /人数/2.4/2.1/2.1/2.1
 /2.4/2.1/2.1/2.1
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 当初指定を迎えた所有者への生産緑地制度の周知は一旦終了
 した。緑化活動については、コロナの感染状況を確認しなが
 ら、感染対策を徹底して活動を行っていく必要がある。
 方向性手段見直し
 内
 容
 地元自治会と連携し、緑化活動の推進を
 行う。奈良県・橿原神宮等と連携し、参
 道の森環境美化活動を行う。また、地元
 要望により飛鳥川周辺の美化活動を行
 う。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い令和3年度は生産緑地制度の周知を重点的に行った。その結果成果指標の目標を達成するこ
 とができた。また、自治会による緑化活動や参道の森美化協議会等については、コロナ禍の
 影響による制限はあったものの清掃活動を企画した。また、新規事業により参道の森への植
 樹活動も行った。
 （169のターゲット）
 やや低い11.7114.11
 低い15.91
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・緑の保全、緑化の推進を図るため住民
 に啓発するとともに、自治会等によって
 取り組まれる緑化活動に対して支援を
 行った。
 ・橿原市のシンボルロードである橿原神
 宮の参道の環境美化を行った。
 ・飛鳥川沿いの桜並木を保全するため、
 周辺の草刈りなど適切な維持管理を行っ
 た。
 ・特定生産緑地指定制度への申請が漏れ
 落ちなく行われるよう啓発を行った。
 ・橿原市緑の基本計画に基づき緑の保
 全、緑化の推進を図るため住民に啓発す
 るとともに、自治会等によって取り組ま
 れる緑化活動に対して支援を行った。
 ・参道の森協議会を通じて、清掃活動や
 広報活動を行うことにより参道の森を保
 護・育成した。
 ・生産緑地地区買取申出などの手続を適
 切に処理することにより、都市の緑地環
 境の形成を行った
 00
 一般財源増加額（前年度比）---34227
 一般財源2,3832,2432,0412,270
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他01006
 0000
 地方債00
 14,76812,98113,02312,981
 人件費割合（LC/TC）0.860.850.860.85
 総費用（TC）17,15115,23415,06415,257
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）2,3832,2532,0412,276
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）14,76812,98113,02312,981
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費企画費医大周辺まちづくり推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●奈良県立医科大学（以下、「医大」という）の研究・教育部門の移転整備と併せて、医大附属病院を高度医
 療拠点として再整備されることを契機として策定した医大及び附属病院を拠点とする「橿原キャンパスタウン
 構想」の具現化に向けて取り組む。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり
 ⇒ 基本的方向④-2 奈良県立医科大学と連携したまちづくりを進めます
 基本目標（その2）目標① 地の利を活かしたしごとの場づくり
 ⇒ 基本的方向①-1 企業誘致や起業支援を進めます
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２２　まちづくり・景観
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名医大及び附属病院周辺整備事業
 担当課都市デザイン部市街地整備課
 課室長名西川　満
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 /0/0/0/0
 /人数/2.5/2.5/2.35/2.5
 /2.5/2.5/2.35/2.5
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 医大新キャンパス周辺地区においては、土地区画整理準備組
 合設立を目指し、引き続き『まちづくり協議会』への支援及
 び関係機関等との協議を実施する。医大附属病院周辺地区に
 おいては、新駅設置について令和５年度中の費用負担を含む
 基本事項の合意を目指し、協議を重ねる。
 また、両地区を含む医大周辺地区全体において、今後のまち
 づくりの指針となる基本構想を策定する。
 方向性拡大する
 内
 容
 医大新キャンパス周辺地区、医大附属病
 院周辺地区ともに、更なる検討や協議が
 必要となるため、財源、人員ともに拡大
 の方向である。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い医大新キャンパス周辺地区においては、『土地区画整理準備組合』の設立には至らなかった
 が、地権者の意向確認及び意向を反映した事業計画素案を作成することができたため。
 医大附属病院周辺地区においては、奈良県、医大、橿原市、近鉄の4者が相互に連携・協力
 できる体制を築き、まちづくりの方向性を示すことができたため。
 （169のターゲット）
 やや低い11.311.7
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 医大新キャンパス周辺地区においては、
 まちづくりの具現化に向けて関係機関及
 び事業者等との協議を実施するなど地元
 地権者を中心とした『まちづくり協議
 会』を事務局として支援した。
 附属病院周辺地区においては、奈良県、
 近鉄、橿原市の協議を実施し、健康増進
 拠点の検討を行った。
 医大新キャンパス周辺地区においては、
 まちづくりの具現化に向けて関係機関及
 び事業者等との協議を実施するととも
 に、地権者に向けた報告会を開催し、現
 時点での意向を確認するなど、『まちづ
 くり協議会』を事務局として支援した。
 医大附属病院周辺地区においては、「奈
 良県立医科大学附属病院南側地区のまち
 づくりに関する連携協定」を奈良県、医
 大、橿原市、近鉄の4者で締結した。ま
 た、医大・周辺まちづくり検討会にて、
 健康増進拠点等のあり方について、健
 康、賑わい、医学活用をテーマとして協
 議した。庁内においては、各テーマに関
 係する部署にヒアリングなどを実施し
 た。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---619-14,432
 一般財源1,45722,5508388,118
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 15,38315,45314,57315,453
 人件費割合（LC/TC）0.910.410.950.66
 総費用（TC）16,84038,00315,41123,571
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）1,45722,5508388,118
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）15,38315,45314,57315,453
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 成
 果
 ②
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費財産管理費八木駅周辺整備事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●大和八木駅周辺地区では、将来にわたり市民、来訪者にとって魅力あるまちとしてのさらなる活気や賑わい
 を創出するまちづくりが求められていることから、まちづくりを効率的、計画的に展開できる戦略として「大
 和八木駅周辺地区まちづくり基本計画」を策定した。基本計画に位置付けられた事業を推進することにより
 『中南和地域の「玄関口」にふさわしい拠点づくり』及び『賑わい事業の創出と地域の交流により歴史的景観
 を継承するまちづくり』の実現を目指す。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-2 自然・歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めます
 基本目標（その2）目標④ 安心して健康に暮らせるまちづくり
 ⇒ 基本的方向④-1 地域住民と連携したまちづくりを進めます
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２２　まちづくり・景観
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名八木駅周辺整備事業
 担当課都市デザイン部市街地整備課
 課室長名西川　満
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 /0/0/0/0
 /人数/2.5/2.5/2.35/2.5
 /2.5/2.5/2.35/2.5
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 畝傍駅・駅前広場再整備事業については、現駅舎の歴史やデ
 ザイン性などを継承できる駅舎設備について令和5年度中に
 市からJR西日本に提案しなければいけないため、費用面を考
 慮しながら十分な検討を行う必要がある。
 方向性拡大する
 内
 容
 更新後の「大和八木駅周辺地区まちづく
 り基本計画」に基づき事業を推進する。
 畝傍駅・駅前広場再整備事業について
 は、駅舎整備にあわせて駅前広場再整備
 を実施する計画であるため、必要な財
 源、人員は拡大する見込みである。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い「大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画」を更新し、今後５年間のまちづくりの戦略をた
 てることができたため。
 「畝傍駅駅舎改築に関する確認書」の取り交わしにより、市とJR西日本とで協力して畝傍
 駅駅舎改築の検討に取り組むことができるようになったため。
 （169のターゲット）
 やや低い11.311.7
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 畝傍駅・駅前広場再整備事業について、
 駅舎活用事業候補者の選定を予定してい
 たが、事業者募集条件を検討したとこ
 ろ、市が求める募集条件では民間事業者
 等の応募が見込めないことが判明したた
 め、民間事業者等による駅舎の活用は断
 念した。
 「大和八木駅周辺地区まちづくり基本計
 画」について、策定後5年が経過したこ
 とから計画の効果検証及び見直しを行っ
 た上で更新した。
 畝傍駅・駅前広場再整備事業について、
 駅舎所有者であるJR西日本と整備方針
 の協議を行い、「畝傍駅駅舎改築に関す
 る確認書」を取り交わした。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---3,675-466
 一般財源3,9621,005287539
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他1101
 0000
 地方債00
 15,38315,45314,57315,453
 人件費割合（LC/TC）0.800.940.980.97
 総費用（TC）19,34616,45914,86015,993
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）3,9631,006287540
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）15,38315,45314,57315,453
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込回回回回
 実績回回
 見込件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 20
 2216
 活
 動
 ②
 都市計画法第53条及
 び公拡法処理件数
 202020
 活
 動
 ①
 都市計画審議会（常
 務委員会を含む）開
 催数
 22
 成
 果
 ②
 22
 22
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費都市計画総務費都市政策事務費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●都市施設に係る都市計画を関係機関と調整し、都市計画決定及び変更を行い、市の発展と秩序ある整備を行
 う。
 ●計画的な土地利用を推進するため、都市計画法等の関係法令に基づく許可や届出の受理及び指導を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２２　まちづくり・景観
 事務事業分類継続事業任意事務
 事務事業名都市政策事務
 担当課都市デザイン部都市計画課
 課室長名芳仲　敏典
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 /0/0/0/0
 /人数/3.37/3.55/3.55/2.95
 /3.37/3.55/3.55/2.95
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 上位計画との整合を図り、社会情勢、市民の意見を踏まえた
 都市計画マスタープランに基づくまちづくりを実現する為、
 庁内外の関係機関との調整に努める。
 方向性現状維持
 内
 容
 現状の財源・人員で都市計画決定や変
 更、都市計画法等の運用を行っていく。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い持続可能なまちづくりをするため、都市計画マスタープラン（第３次）を策定することで、
 まちづくりの将来目標や土地利用、都市施設の整備方針等を明らかにするとともに、地域ご
 とのまちづくりの方針や実現に向けての推進方策を定めることができた。
 また、計画的な土地利用を推進するため、都市計画法等の適切な運用を行った。
 （169のターゲット）
 やや低い11.3
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 都市計画道路の見直しを行い１路線を変
 更、５路線を廃止した。
 また都市計画決定に不可欠である都市計
 画審議会を２回開催した。
 都市計画法、公有地の拡大の推進に関す
 る法律等に基づく届出を１２件、都市計
 画法５３条の届出を１０件受付けた。
 社会資本整備総合交付金事業を実施する
 担当部局との調整を行い、進捗状況等を
 把握し横断的に取りまとめた。
 市の都市計画に関する基本方針である
 『橿原市都市計画マスタープラン（第３
 次）』を策定した。策定にあたっては、
 庁内のそれぞれ立場・観点から検討する
 横断的な組織「都市計画マスタープラン
 検討委員会」で外部有識者とともに議論
 し、２０年後の都市の将来像を見据えた
 今後１０年間の取り組むべき内容を方針
 として定めた。
 また、都市計画決定に不可欠である都市
 計画審議会を２回開催し、「大和都市計
 画生産緑地地区、用途地域、高度地区の
 変更、地区計画の決定」等を審議した。
 都市計画法、公拡法に基づく届出や申請
 の受付、審査、許可等を行った。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---636106
 一般財源1,454767818873
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0312333
 1011428383
 地方債00
 20,73621,94322,01418,234
 人件費割合（LC/TC）0.930.960.960.95
 総費用（TC）22,29122,88322,93819,223
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）1,555940924989
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）20,73621,94322,01418,234
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標割合割合割合割合
 実績割合割合
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 0.9
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 大和三山風景林協議
 会美化活動
 6070
 800
 成
 果
 ②
 屋外広告物許可申請
 増加割合
 0121.2
 8090
 00
 0
 成
 果
 ①
 イベント来客数
 1,500500500500
 0
 関連する
 個別計画
 橿原市景観計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 大和八木駅周辺地区まちづくり基本計画
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費都市計画総務費景観形成事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●景観及び風致に係る法令により行為の届出、許可申請を課することで景観の形成・保全を図る。
 ●屋外広告物に係る法令により掲出に許可申請を課することで景観の形成・保全を図る。
 ●景観形成の重要さを市民及び事業者に深めてもらうことを目的に、景観や屋外広告物に関する啓蒙イベント
 等を行う。
 ●歴史的な町並みを残している八木町周辺について、地区の景観まちづくりに対する住民の意思を反映したま
 ちづくりの方向性を検討していく。
 ●住民や関係機関と協働して、名勝大和三山の魅力の向上に努める。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２２　まちづくり・景観
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名景観形成事業
 担当課
 都市デザイン部公園緑地景観
 課
 課室長名今北　英之
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 /0/0/0/0
 /人数/3/2.5/2.5/2.5
 /3/2.5/2.5/2.5
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 大和三山風景林協議会では、関係機関と協働し、大和三山風
 景林の歴史的な風景・魅力向上の為、整備・管理及び活用を
 推進している。今後は、美化活動も含めて、PR活動を積極
 的に行い、活動の幅を広げる。
 八木町周辺の景観まちづくりについては、引き続き住民の意
 識の高まりを見極めて進める。
 各種イベントは、安全対策を考慮し、実施計画を進める。
 方向性現状維持
 内
 容
 各種イベントや、大和三山風景林協議会
 で事業を行う為には経費が必要である。
 今後は周知活動を行い、協賛を求めてい
 く必要がある。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い景観パネル展をミグランス10階展望台で開催し、約800名が来訪。当市景観への取組を周
 知し、景観形成の重要さを市民及び事業者に深めてもらうことができたため。大和三山風景
 林協議会美化活動は雨天中止となったが、R5年3月に大和三山風景林協議会講演会を開催
 し、講演会参加者が116名と好評であり大和三山の魅力を発信することができたため。
 （169のターゲット）
 やや低い11.4
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 景観及び風致に係る法令により一定規模
 以上の行為を届出、許可申請と屋外広告
 物の掲出に係る法令による許可申請を課
 することで景観の形成・保全を図った。
 また、歴史的な町並みを残している八木
 町周辺について、地区の景観まちづくり
 に対する住民の意識向上と地区協議会な
 どの組織づくりの促進などを図る為、ア
 ンケート調査を行った。橿原市景観計画
 及び橿原市景観条例の変更を行い、沿道
 景観保全地区を追加し、景観形成基準の
 強化を行った。
 景観及び風致に係る法令により一定規模
 以上の行為を届出、許可申請と屋外広告
 物の掲出に係る法令による許可申請を課
 することで景観の形成・保全を図った。
 また、景観形成の重要さを市民及び事業
 者に深めてもらうことを目的に、景観や
 屋外広告物に関する啓蒙イベント等を
 行った。
 歴史的な町並みを残している八木町周辺
 景観まちづくりについては、地元協議を
 行った結果、令和4年度実施予定であっ
 た勉強会やアンケート実施結果の発表に
 ついて次年度に持ち越すこととなった。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---825-79
 一般財源2,306791,4810
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他02,33802,643
 0000
 地方債00
 18,45915,45315,50315,453
 人件費割合（LC/TC）0.890.860.910.85
 総費用（TC）20,76517,87016,98418,096
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）2,3062,4171,4812,643
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）18,45915,45315,50315,453
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 橿原市ホームページ
 の更新
 5070
 16,044
 成
 果
 ②
 7580
 6773
 成
 果
 ①
 橿原市藤原京資料室
 来室者数
 8,00010,00010,50011,000
 9,729
 関連する
 個別計画
 橿原市内史跡名勝保存活用計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 藤原宮跡等整備事業費
 関連する
 予算事業
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費史跡等保存整備事業費
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●藤原宮跡において、地元５町の住民で構成される「藤原宮跡整備協力委員会」とともに季節の花の植栽整備
 を行ない、その知名度向上と来訪者の増加に努める。
 ●橿原市藤原京資料室で、世界遺産を目指す「飛鳥・藤原の宮都とその関連資産群」についての周知・啓発を
 行う。
 ●史跡藤原京跡の保護を目的とした公有化を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２３　歴史・文化財
 事務事業分類継続事業施設一体型管理活用事業（直営）
 事務事業名地域文化財保存活用事業
 担当課
 魅力創造部世界遺産登録推進
 課
 課室長名濱口　和弘
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 /0/0/0/0
 /人数/2.5/3.6/3.5/2.9
 /2.5/3.6/3.5/2.9
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 花園見学をきっかけとして訪れる来訪者に世界遺産候補「飛
 鳥・藤原」の価値を伝えるため、資料室での啓発活動を積極
 的に行う。
 方向性現状維持
 内
 容
 藤原宮跡の価値を維持し、後世に伝えて
 いくためには、啓発活動とともに整備及
 び施設の運営を継続していかなければな
 らない。
 そのために財源・人員の削減余地は少な
 い。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い特別史跡藤原宮跡の植栽整備に係るＰＲ（ホームページの更新など）を効果的に行ったこと
 により、多くの来訪者があった。来訪者に対し、花園の見学をきっかけとして、世界遺産候
 補「飛鳥・藤原」の構成資産である藤原宮跡やその関連資産の価値について理解を深める
 等、橿原市の歴史について啓発を行うことができた。
 （169のターゲット）
 やや低い11.4
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・特別史跡藤原宮跡の6.5万㎡におい
 て、春・夏・蓮・秋・朝堂院東ゾーンで
 の植栽を行った。
 ・橿原市藤原京資料室の運営を行った。
 ・史跡藤原京跡の公有化を行った。
 ・特別史跡藤原宮跡の5.8万㎡におい
 て、春・夏・蓮・秋ゾーンでの季節の花
 の植栽を行った。
 ・橿原市藤原京資料室の運営を行った。
 ・史跡藤原京跡の公有化を行った。
 1,3002,600
 一般財源増加額（前年度比）---2,1213,139
 一般財源25,68023,57223,55926,711
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金39,24416,00814,51029,341
 県支出金
 その他147200165200
 5,8862,4012,1765,557
 地方債01,400
 15,38322,25221,70417,925
 人件費割合（LC/TC）0.180.340.340.22
 総費用（TC）86,34065,83363,41482,334
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）70,95743,58141,71064,409
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）15,38322,25221,70417,925
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 文化庁への史跡追加
 指定意見具申
 11
 96.6
 成
 果
 ②
 11
 12
 成
 果
 ①
 構成資産「藤原宮
 跡・藤原京朱雀大路
 跡」の史跡指定率
 98.999.5100100
 98.6
 関連する
 個別計画
 橿原市内史跡名勝保存活用計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費世界遺産登録推進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●世界遺産「飛鳥・藤原」登録推進協議会（奈良県、桜井市、明日香村とともに参画）として、専門委員会、
 ワーキング会議等を開催し、世界遺産登録推薦書等提出資料の作成を行い、世界遺産への登録を推進する。
 ●世界遺産構成資産候補として価値を守るため、史跡の追加指定を行う。
 ●特別史跡藤原宮跡をはじめとする世界遺産構成資産候補の価値や魅力をわかり易く伝えるため、啓発活動を
 実施する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-2 自然・歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２３　歴史・文化財
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名世界遺産登録推進事業
 担当課
 魅力創造部世界遺産登録推進
 課
 課室長名濱口　和弘
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 /0/0/0/0
 /人数/1.55/2/2.15/1.8
 /1.55/2/2.15/1.8
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 世界遺産登録への興味を持つ年代には偏りがあり、若年層の
 理解が広がっていないため、小学生向けリーフレットなどの
 作成や学校への出前講座など、様々な年代に向けたイベント
 において啓発を行う。
 方向性現状維持
 内
 容
 世界遺産登録に向けて、更に事業を進め
 ていく必要があり、財源・人員ともに削
 減の余地は少ない。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い世界遺産登録推薦書の素案を文化庁に提出した。また、パンフレットの配布等で、「飛鳥・
 藤原」の価値をわかりやすく発信することで、世界遺産登録への機運醸成や理解促進に繋
 がった。
 世界遺産登録に向けて構成資産範囲を拡大したため、史跡指定率は低下しているが、新たに
 50,046.23㎡を史跡追加指定している。
 （169のターゲット）
 やや低い11.4
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・世界遺産「飛鳥・藤原」登録推進協議
 会として、「飛鳥・藤原の宮都とその関
 連資産群」の世界遺産登録推薦書等提出
 資料のブラッシュアップを進めた。
 ・藤原宮跡、藤原京朱雀大路跡の史跡指
 定を拡充した。
 ・様々な広報媒体や各種団体との連携、
 パンフレットの作成を通して、効果的な
 啓発活動を行った。
 ・世界遺産「飛鳥・藤原」登録推進協議
 会として、「飛鳥・藤原の宮都とその関
 連資産群」の世界遺産登録推薦書の素案
 を文化庁に提出し、さらに推薦書のブ
 ラッシュアップを進めた。
 ・藤原宮跡・藤原京朱雀大路跡の史跡指
 定を拡充した。
 ・様々な広報媒体や各種団体との連携を
 通して、「飛鳥・藤原」の効果的な啓発
 活動を行った。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--2,2963
 一般財源3,5285,7355,8245,738
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 9,53812,36213,33311,126
 人件費割合（LC/TC）0.730.680.700.66
 総費用（TC）13,06618,09719,15716,864
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）3,5285,7355,8245,738
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）9,53812,36213,33311,126
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 講師派遣
 015
 0
 成
 果
 ②
 1515
 017
 成
 果
 ①
 市指定文化財 新規指
 定数
 1111
 1
 関連する
 個別計画
 橿原市内史跡名勝保存活用計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 史跡等保存整備事業費
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費市内遺跡発掘調査等事業費関連する
 予算事業
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費文化財保存管理事業費
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費民間受託等発掘調査事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●文化財の適切な保全と次世代への継承を目的として、市指定文化財への指定や、指定文化財の所有者・管理
 者が行う維持に係る経費を補助し、更に整備・活用に向けた史跡の公有化を進め、公有化済みの史跡は適切に
 管理を行い、整備を実施する。
 ●文化財保護法に基づく手続きに係る事務処理や、発掘調査・試掘確認調査・工事立会の実施等により埋蔵文
 化財の保護を行う。
 ●本市の魅力ある文化財の価値をより高め次世代につなぐために、WEBでの情報発信や講演会等、本市の歴史
 や文化財のファンを増やす取り組みを実施し、文化財の活用を推進する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２３　歴史・文化財
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名文化財保存活用事業
 担当課魅力創造部文化財保存活用課
 課室長名露口　真広
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 /0/15/15/15
 /人数/7.5/4.6/4.55/4.55
 /7.5/19.6/19.55/19.55
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 文化財の普及啓発を通じて、文化財愛護の精神を高めるた
 め、情報発信の方法や回数を増やす工夫が必要である。ま
 た、文化財の活用のための史跡整備を進めるには、それに係
 る予算確保が必要となり、今後、解決すべき課題の一つであ
 る。
 方向性拡大する
 内
 容
 当事業については、それに係る費用は最
 低限のものであるため削減の余地は少な
 い。人員についても現在の人員数では、
 現状の事業の実施も難しい状況であるた
 め、人員数を拡大する必要がある。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い文化財審議会を開催し、市指定文化財の追加指定に向けて進むことができた。
 講演会やメディアを通じての情報発信を、新たな手段を開拓できた影響もあり当初の目標を
 上回る17件実施できた。また、３冊刊行できた発掘調査報告書と併せて、当市の文化財に
 関する情報が広く周知されたことにより、当市の文化財への理解と愛着を深めることができ
 たと考えられる。
 （169のターゲット）
 やや低い11.4
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 文化財の保全と継承のため文化財審議会
 を開催し、新たな文化財指定を行った。
 また、指定文化財の修理・維持管理に要
 する経費の補助、史跡丸山古墳・菖蒲池
 古墳の公有化を行い、公有化した史跡の
 草刈等の維持管理を実施した。
 文化財の活用・啓発のため、出前講座や
 講師派遣を行った。
 文化財保護法に基づく手続きについて
 は、適正に事務処理を行うとともに、発
 掘調査、試掘確認調査、立会調査の実施
 及び、発掘調査出土資料の整理及び報告
 書の刊行を行った。
 文化財の保存と継承のため文化財審議会
 を開催し、新たな文化財指定候補の検討
 を行った。また、指定文化財の修理・維
 持管理に要する経費の補助、史跡丸山古
 墳と史跡菖蒲池古墳の公有化を行った。
 公有化した史跡の草刈等維持管理を実施
 した。
 文化財の活用・啓発のため、講演会等へ
 の講師派遣を行った。
 文化財保護法に基づく手続きについて
 は、適正に事務処理を行うとともに、発
 掘調査、試掘確認調査、立会調査の実施
 及び、発掘調査出土資料の整理及び報告
 書の刊行を行った。
 5,3006,500
 一般財源増加額（前年度比）---76,341-521
 一般財源41,09139,417-35,25038,896
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金27,23710,18045,22650,771
 県支出金
 その他21,40126,06125,83225,349
 3,4312,4516,7979,949
 地方債02,500
 46,14828,43328,21528,124
 人件費割合（LC/TC）0.330.450.630.30
 総費用（TC）139,308109,04276,120159,589
 会計年度任用職員（※2）021,08219,72719,596
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）93,16080,60947,905131,465
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）46,14849,51547,94247,720
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 展覧会開催数
 33
 5,278
 成
 果
 ②
 33
 33
 成
 果
 ①
 歴史に憩う橿原市博
 物館利用者数
 10,0004,0007,00010,000
 2,998
 関連する
 個別計画
 橿原市教育大綱
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 博物館展示企画事業費
 関連する
 予算事業
 一般会計教育費社会教育費博物館運営費歴史に憩う橿原市博物館管理運営費
 一般会計教育費社会教育費博物館運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●入館者に快適な見学環境を提供し、また、保管資料を後世に伝えるため、適切に施設を管理・運営する。
 ●資料の展示・活用や啓発事業等を通して、橿原市の歴史の魅力と、歴史の楽しさを感じてもらい、郷土の歴
 史に対する理解の促進と郷土愛の育成を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-2 自然・歴史・文化資源を活かしたまちづくりを進めます
 基本目標（その2）目標③ 安心して子どもを産み育てられる環境づくり
 ⇒ 基本的方向③-2 魅力ある教育を進めます
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２３　歴史・文化財
 事務事業分類継続事業施設一体型管理活用事業（直営）
 事務事業名歴史に憩う橿原市博物館管理活用事業
 担当課魅力創造部文化財保存活用課
 課室長名露口　真広
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 /3.6/6/6/6
 /人数/2.3/3.15/3.1/3.1
 /5.9/9.15/9.1/9.1
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 体験型ツアーやワークショップが定着しつつあるが、今後も
 継続的に来館者の増加につながる事業を検討していくことが
 課題である。また本市の歴史や文化を身近なものと実感でき
 るよう、様々な啓発活動を実施するとともに、その取り組み
 を周知するための方策を考える必要がある。
 方向性拡大する
 内
 容
 光熱費の高騰により、総事業費は増加し
 ているが、展示企画事業費は、事業見直
 しによる歳出削減を実施し、歳出削減の
 余地は極めて少ない。今後、既存事業の
 充実と新事業の推進を図るためには専門
 的知識を有する学芸員が不足しており、
 人員増加が必要である。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い展覧会をより深く理解するため、テーマに沿った講演会を2回、学校教育の一環として博物
 館実習生と共同で企画した展覧会を開催した。講演会や博物館の取り組みの様子を配信した
 動画公開は4本で総視聴数が640回あった。民間宿泊施設等と連携した体験型ツアーは45回
 103名、ワークショップは4回の開催で総計2,968名の参加者があり、多くの人に本市の歴
 史や文化財の素晴らしさを学ぶ機会を提供したと考えられる。
 （169のターゲット）
 やや低い11.4
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 博物館管理運営事業については、警備保
 障と建物清掃業務、建物総合管理の他、
 空調機械の定期点検を実施し、快適な見
 学環境の提供と、適切な環境下での資料
 の保管・管理を行った。また、会計年度
 任用職員を雇用し、受付業務を行った。
 博物館展示企画事業は、年間３回の展覧
 会と博学連携企画展の実施を行った。啓
 発事業として７本の動画作成を行った
 他、THE　KASHIHARAと共に体験型
 ツアーを実施した。
 博物館管理運営事業については、警備保
 障と建物清掃業務、建物総合管理の他、
 空調機械の定期点検と自動軟水器のオー
 バーホールを実施し、快適な見学環境の
 提供と、適切な環境下での資料の保管・
 管理を行った。また、会計年度任用職員
 を雇用し、受付業務を行った。
 博物館展示企画事業については、年間３
 回の展覧会と博学連携企画展の実施を
 行った。啓発事業として４本の動画作成
 を行った他、民間宿泊施設等と共に体験
 型ツアーとワークショップを実施した。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--1,1257,463
 一般財源21,87321,76222,99829,225
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他6461,2321,1431,398
 0000
 地方債00
 14,15219,47119,22419,162
 人件費割合（LC/TC）0.530.590.570.50
 総費用（TC）36,67142,46543,36549,785
 会計年度任用職員（※2）5,2905,6205,4095,758
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）22,51922,99424,14130,623
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）19,44225,09124,63324,920
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 見込か所か所か所か所
 実績か所か所
 見込
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 管理施設数
 1515
 成
 果
 ②
 1515
 1515
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市教育大綱
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費今井町公共施設管理運営費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●重要伝統的建造物群保存地区である今井町には、日本有数の歴史的町並み景観を保存・活用するために数多
 くの公共施設を設置している。
 ●国の重要文化財である旧米谷家住宅をはじめとした見学施設、今井まちや館別館をはじめとした貸館施設、
 防火水槽や防災倉庫を備えた各生活広場をはじめとした防災施設など様々な目的で設置した施設の維持管理を
 実施する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２３　歴史・文化財
 事務事業分類継続事業義務的事務
 事務事業名今井町公共施設管理事務
 担当課
 魅力創造部今井町並保存整備
 事務所
 課室長名山下　義孝
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 /0/0/0/0
 /人数/1.7/1.55/1.55/1.55
 /1.7/1.55/1.55/1.55
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 公共施設管理事務については、大半が地区内における各施設
 の維持管理費である。今後はこれら公共施設、特に建築物の
 点検作業をマニュアル等を作成したうえで定期的に実施する
 ことにより、不具合等を早期に発見し、維持修繕料の削減に
 取り組む。
 方向性現状維持
 内
 容
 公共施設管理事務については、大半が地
 区内における各施設の維持管理費である
 ため、削減余地は少ない。
 職員の人件費についても、ある一定の作
 業量は必要であるため、過剰であるとは
 言えない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い今井地区内の公共施設を適切に維持管理（管理施設における清掃業務、植栽剪定・消毒・雑
 草除去等の業務、建物維持管理業務等）したことにより、伝統的建造物群としての町並み景
 観を維持をすることができた。また、地域住民のみならず、来訪者の方々が各施設に集い、
 憩える場を提供することができた。
 （169のターゲット）
 やや低い11.4
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 今井地区内における公共施設等の維持管
 理を行った。
 ・管理施設における清掃業務
 ・管理施設における植栽剪定、消毒、雑
 草除去等の業務
 ・管理施設における建物維持修繕業務
 今井地区内における公共施設等の維持管
 理を行った。
 ・管理施設における清掃業務
 ・管理施設における植栽剪定、消毒、雑
 草除去等の業務
 ・管理施設における建物維持修繕業務
 00
 一般財源増加額（前年度比）---6161,223
 一般財源14,08614,25613,47015,479
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他271233389392
 0000
 地方債00
 10,4619,5819,6129,581
 人件費割合（LC/TC）0.420.400.410.38
 総費用（TC）24,81824,07023,47125,452
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）14,35714,48913,85915,871
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）10,4619,5819,6129,581
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標件件件件
 実績件件
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 381
 354362
 活
 動
 ②
 伝統的建造物等の修
 理件数（修理完了総
 件数／伝統的建造物
 総数501件）
 354361371
 活
 動
 ①
 出前講座の実施回数
 23
 71
 成
 果
 ②
 45
 24
 成
 果
 ①
 電線類の地中化工事
 進捗率（工事完了延
 長／計画総延長）
 69717375
 69
 関連する
 個別計画
 橿原市教育大綱
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 今井町町並保存事業費
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費住宅費今井町住環境整備事業費今井町住環境整備事業費
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●今井町並保存整備事業は、重要伝統的建造物群保存地区である今井町の町並み景観の向上と保存、活用を目
 指して様々な事業を進めてきた。
 ●現在は、社会資本総合交付金を活用し、平成５年度より景観と防災の向上を目的として進めてきた電線類の
 地中化事業（第7期）や、保存地区内で実施される建造物等の修理や修景事業に補助金を支出する町並保存事
 業を実施している。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２３　歴史・文化財
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名今井町並保存整備事業
 担当課
 魅力創造部今井町並保存整備
 事務所
 課室長名山下　義孝
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 /0/0/0/0
 /人数/3/2.7/2.7/2.7
 /3/2.7/2.7/2.7
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 町並み景観は向上しているものの、地区内では少子高齢化が
 進み住民が減少するなどの課題があるのも事実である。今後
 は地元住民をはじめ各種団体とも連携しながら、今井町の歴
 史的価値を幅広く情報発信するなどし、まちの活性化に向け
 た取組みを行う必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 今井町並保存整備については、本市の歴
 史的遺産でもある今井町の町並みを後世
 へと維持継承するための根幹となる事業
 であるため、財源の削減余地はない。職
 員の人件費についても、ある一定の作業
 量は必要であるため、過剰であるとは言
 えない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い電線類の地中化事業を実施したことにより、住環境の整備が進み街なみ景観が向上した。ま
 た、町並み保存事業では建造物等の修理・修景事業を実施する者に対し補助金を支出したこ
 とにより事業が進み、文化財の保存と継承に繋がった。これらの内容をはじめ、今井町の歴
 史的価値や魅力を発信するため、大学等で講座を実施し文化財に興味を持っていただけた。
 （169のターゲット）
 やや低い11.4
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・電線共同溝敷設工事
 （第７－２工区）
 電線類の地中化（延長＝約８０ｍ）
 ・修理、修景事業（間接補助）
 伝統的建造物等の修理件数　７件
 ・電線共同溝敷設工事
 （第７－３工区）
 電線類の地中化（延長＝約１０４ｍ）
 ・修理、修景事業（間接補助）
 伝統的建造物等の修理件数　８件
 24,30030,400
 一般財源増加額（前年度比）---1,8351,760
 一般財源29,66827,32927,83329,089
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金25,17853,25949,44856,312
 県支出金
 その他8041,3351,336928
 4,0004,0004,0004,000
 地方債4,00028,200
 18,45916,68916,74316,689
 人件費割合（LC/TC）0.220.130.140.12
 総費用（TC）82,109130,812123,660137,418
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）63,650114,123106,917120,729
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）18,45916,68916,74316,689
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 国際交流講師派遣授
 業回数
 712
 0
 成
 果
 ②
 1212
 1115
 成
 果
 ①
 訪問団及びイベント
 の参加者数
 10202525
 0
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 ウクライナ避難民支援事業費
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費企画費国際交流推進事業費
 一般会計総務費総務管理費企画費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●友好都市との交流を含めた国際交流の機会を創出することで市民の国際協力の意識を高め、異文化相互理解
 を深めていく。
 ●海外の自治体と意見交換等することで、自治体が抱える課題やその解決策等を得る。
 ●外国人住民が共生・協働する地域社会の構築を推進していく。
 ●ウクライナ避難民支援体制を整える。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２４　観光・交流
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名国際交流推進事業
 担当課企画戦略部企画政策課
 課室長名清水　千恵美
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 /0/0/0/0
 /人数/0.5/0.45/1/0.5
 /0.5/0.45/1/0.5
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 異文化の相互理解に結びつくような国際交流授業はできてい
 るが、外国住民に対しての窓口手続きや面談・相談で十分な
 支援にはまだ及んでいない。デジタルデバイス等を利用して
 多様な言語に対応できるよう取り組んでいく。
 方向性現状維持
 内
 容
 コロナ禍において、財源確保も模索しな
 がら国際交流授業や交流を維持してい
 く。資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い国際交流授業は年間15回の開催で、全ての学校等で「異文化の相互理解が深められた」と
 あり、概ね園児等が外国文化を楽しく学べたと感想をいただいた。将来の国際交流につなが
 る取組みとして一定の効果は得られた。一方、コロナ禍において、友好都市洛陽との直接の
 相互交流はメールの挨拶にとどまり、多文化共生イベントも実施できず、国際交流を通じた
 橿原市の価値の発信や相互理解に対する事業の効果はやや低いとされる。
 （169のターゲット）
 やや低い17.17
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・各幼稚園、小・中学校への外国人講師
 による国際交流授業の実施及び懇談等へ
 の通訳者の派遣
 ・市内在住外国人に対する広報やチラシ
 等の翻訳や、日々の相談業務の実施
 ・東アジア地方政府会合への参加
 ・友好都市との交流
 ・各幼稚園、小・中学校への外国人講師
 による国際交流授業の実施及び懇談等へ
 の通訳者の派遣
 ・市内在住外国人に対する広報やチラシ
 等の翻訳や、日々の相談業務の実施
 ・東アジア地方政府会合へのオンライン
 参加
 ・友好都市との交流（メール）
 ・ウクライナ避難民支援の受け入れ準備
 00
 一般財源増加額（前年度比）---41-147
 一般財源1,0191,1709781,023
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金6156156150
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 3,0772,7826,2013,091
 人件費割合（LC/TC）0.650.610.800.75
 総費用（TC）4,7114,5677,7944,114
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）1,6341,7851,5931,023
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）3,0772,7826,2013,091
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標部部部部
 実績部部
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 観光パンフレット配
 布数
 060,000
 176,516
 成
 果
 ②
 61,00062,000
 0152,152
 成
 果
 ①
 市内宿泊客数
 100,000125,000150,000175,000
 119,083
 関連する
 個別計画
 橿原市観光基本計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費観光費観光プロモーション事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 【観光プロモーション】観光パンフレットや雑誌記事、WEB広告など様々な媒体を用いて、大都市圏をはじめ
 全国に本市の魅力を発信し、市内への誘客を図ります。またＣＩＲ(国際交流員)を活用した観光資料の多言語
 化やＳＮＳを通じた情報発信など外国人向けのプロモーションもあわせて行います。
 【広域連携】本市が中南和地域における観光拠点としての位置づけを高めるため、「中南和」や「飛鳥」地域
 を中心に広域連携を積極的に進めていきます。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-1 幅広い橿原の魅力発信を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２４　観光・交流
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名観光プロモーション事業
 担当課魅力創造部観光政策課
 課室長名長谷川　充
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 /0/0/0/0
 /人数/3.05/2.55/2.55/2.5
 /3.05/2.55/2.55/2.5
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 アフターコロナで人の動きが戻りつつある中、まずは市内宿
 泊者数をコロナ前の水準に戻す取り組みが必要。観光形態も
 コロナ前と変化しているので、アンケート調査等を活用しな
 がら、変化に対応したプロモーションを行っていく。
 方向性現状維持
 内
 容
 事業費については、多くが協議会等の負
 担金で構成されており、削減余地は少な
 い。
 職員の人件費についても、観光プロモー
 ションにかかる作業量が多く、過剰であ
 るとは言えない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いデジタル媒体を活用した観光プロモーションや取材メディアの誘致など幅広く橿原市の魅力
 を発信することで多くの橿原ファンを獲得することにつながり、ひいては市内宿泊者数につ
 いて前年比48.2％増とすることができた。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・首都圏や東海圏向けの誘客事業（観光
 PRブースの出展、講演会等）の実施。
 ・全国誌（女性誌）への特集記事の掲
 載。
 ・全国メディアを複数社取材誘致し、橿
 原市の魅力をプロの手で発信。
 ・インバウンド誘客に向けたCIR（国際
 交流員）の雇用による翻訳や営業活動の
 実施。
 ・観光協会に委託する都市圏等での誘客
 事業の継続実施
 ・デジタル媒体等様々な媒体を使っての
 幅広い橿原市の魅力発信
 ・CIR（国際交流員）による外国人向け
 観光プロモーションの実施
 00
 一般財源増加額（前年度比）---6,635-2,953
 一般財源19,82514,30713,19011,354
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 1,060000
 地方債00
 18,76715,76215,81315,453
 人件費割合（LC/TC）0.470.520.550.58
 総費用（TC）39,65230,06929,00326,807
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）20,88514,30713,19011,354
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）18,76715,76215,81315,453
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標人人人人
 実績人人
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 3,492
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 かしはらナビプラザ
 自主事業実施回数
 36
 364,205
 成
 果
 ②
 奈良文化財研究所藤
 原宮跡資料室案内者
 数
 2,5002,5002,7503,000
 66
 88
 2,510
 成
 果
 ①
 かしはらナビプラザ
 入館者数
 200,000220,000225,000230,000
 280,601
 関連する
 個別計画
 橿原市観光基本計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 観光客受入れ環境整備事業費（繰越明許）
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費観光費観光客受入れ環境整備事業費
 一般会計商工費商工費観光費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 【観光施設の適正な維持管理】観光トイレの適正な維持管理と各種観光案内施設での案内を行います。各種観
 光施設への案内看板の整備（多言語化）を引き続き進めます。
 【橿原市観光交流センターの適正な建物管理】１・２階の観光センターが中南和の観光情報の発信拠点となる
 よう運営管理を行います。適正な施設管理を行うとともに、観光情報センターとしての機能性をさらに高めて
 いきます。また、２階イベントスペースでの魅力ある催事の開催に力を入れ、１階部分のディスプレイにもさ
 らに趣向を凝らして集客効果を向上させます。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-1 幅広い橿原の魅力発信を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２４　観光・交流
 事務事業分類継続事業施設一体型管理活用事業（指定管理）
 事務事業名観光客受入れ環境整備事業
 担当課魅力創造部観光政策課
 課室長名長谷川　充
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 /0/0/0/0
 /人数/1.2/1.9/1.6/1.5
 /1.2/1.9/1.6/1.5
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 観光客が気持ちよく安全・安心に施設を利用できよう、施設
 の環境整備・更新に取り組んでいく。
 方向性現状維持
 内
 容
 管理施設は老朽化している施設も多く、
 修繕費が増加傾向であるため、削減は困
 難である。
 人件費についても、必要最低限の費用で
 あるため、過剰であるとは言えない。
 資源の配分
 財源拡大
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い指定管理を導入している観光交流センターの入館者数は新型コロナウイルス感染症の影響を
 受けつつも増加傾向にある。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・案内道標、観光案内板、道路標識等の
 管理
 ・今井町夢ら咲長屋の借上げ及び夢ら咲
 長屋、藤原京資料室への案内人の配置
 ・観光トイレ等の建物管理
 ・奈良文化財研究所藤原宮跡資料室の休
 日開館に関する案内及び警備業務
 ・観光交流センター指定管理業務
 ・案内道標、観光案内板、道路標識等の
 管理
 ・今井町夢ら咲長屋の借上げ及び夢ら咲
 長屋、藤原京資料室への案内人の配置
 ・観光トイレ等の建物管理
 ・奈良文化財研究所藤原宮跡資料室の休
 日開館に関する案内及び警備業務
 ・観光交流センター指定管理業務
 ・非接触型自動洗浄トイレの導入及び抗
 菌型温水洗浄便座への交換
 ・WEB上の宿泊予約サイト(じゃらん)
 での特集ページの掲載及びクーポン発行
 ・市内の観光関連店舗(飲食店・物産店)
 で利用できるクーポンを宿泊者に発行
 00
 一般財源増加額（前年度比）---49,5443,556
 一般財源90,29265,89340,74869,449
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0050,8220
 県支出金
 その他1,9151,87401,898
 0000
 地方債00
 7,38411,7449,9229,272
 人件費割合（LC/TC）0.070.150.100.12
 総費用（TC）99,59179,511101,49280,619
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）92,20767,76791,57071,347
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）7,38411,7449,9229,272
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 観光協会ホームペー
 ジ更新回数
 1212
 16,100
 成
 果
 ②
 1212
 208
 成
 果
 ①
 今井町来客数
 30,00032,00034,00036,000
 10,433
 関連する
 個別計画
 橿原市観光基本計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費観光費観光振興事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 【観光基本計画の進捗管理】平成29年度に策定した橿原市観光基本計画に基づき、観光事業の進捗管理を行い
 ます。
 【着地型イベントの開催】ターゲット及び事業目的を明確にした上で開催します。また、日本遺産や広域的な
 事業に起因したイベント、周遊観光につながるイベントなどを開催します。
 【観光振興につながる事業への助成】観光の事業実施の担い手である観光協会への支援のほか、創意工夫を重
 ねる宿泊施設への支援など、宿泊者増につながる取組みを進めます。また、「愛宕祭」「橿原夢の森フェ
 スティバル」などの市民参加型のイベントや地域に伝わる伝統的行事に対して、伝承（継承）と保存を目的と
 して、補助を行います。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-1 幅広い橿原の魅力発信を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２４　観光・交流
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名観光振興事業
 担当課魅力創造部観光政策課
 課室長名長谷川　充

-279-



 /1.6/1.6/2/1.6
 /人数/3.35/1.85/1.45/1.7
 /4.95/3.45/3.45/3.3
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 新型コロナウイルス感染症の影響が弱まり、行事開催には一
 定の理解はなされるようになり、元に戻りつつある。また、
 （一社）橿原市観光協会とは綿密な連絡調整、意見交換を行
 い、地域に根差した協会運営が可能になるよう支援をおこな
 う。
 方向性現状維持
 内
 容
 各種事業に対する補助金は減額を既に
 行っており、これ以上の削減余地はない
 と考える。
 職員の人件費についても最低限の職員数
 で担っているため、これ以上の削減余地
 はないと考える。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い新型コロナウイルス感染症の影響も弱まり徐々に来訪者数は回復しつつあるものの、市内伝
 統的行事は中止や縮小開催となった。感染症対策を行いながら開催した橿原夢の森フェス
 ティバルは過去最高の来場者数となり、地域の賑わいを創出することができた。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・（一社）橿原市観光協会の運営、育成
 ・市内伝統的行事の支援
 ・橿原夢の森フェスティバル実施
 ・（一社）橿原市観光協会の運営、育成
 ・市内伝統的行事の支援
 ・橿原夢の森フェスティバル実施
 00
 一般財源増加額（前年度比）---8,3552,461
 一般財源56,85451,34148,49953,802
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 100000
 地方債00
 20,61311,4358,99210,508
 人件費割合（LC/TC）0.340.270.250.25
 総費用（TC）77,56762,77657,49164,310
 会計年度任用職員（※2）5,6075,3675,3675,367
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）56,95451,34148,49953,802
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）26,22016,80214,35915,875
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 交流事業実施回数
 32
 33
 成
 果
 ②
 22
 01
 成
 果
 ①
 交流事業参加者数
 （訪問又は受入人数
 （成人）+交流児童
 数（両市の計））
 70758580
 0
 関連する
 個別計画
 橿原市観光基本計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費観光費姉妹都市観光交流事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●姉妹都市「宮崎市」親善訪問観光団については、隔年で成人・児童生徒を対象とし、大人だけでなく教育の
 要素を盛り込むことで、一層の交流の深化と継続を図ります。また、郷土教育の要素にも重点を置き、市民の
 郷土愛を育むことで様々な場面における自発的な観光ＰＲにつなげるよう取り組みます。
 ●橿原市の「橿原夢の森フェスティバル」、宮崎市の「宮崎神宮御神幸祭」など、相互のイベントを通して多
 方面にわたる地域間交流を行います。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２４　観光・交流
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名姉妹都市観光交流事業
 担当課魅力創造部観光政策課
 課室長名長谷川　充
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 /0/0/0/0
 /人数/0.6/0.8/0.95/0.8
 /0.6/0.8/0.95/0.8
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 児童交流を主体とする姉妹都市交流を継続する意義は大きい
 が、今後も長きに渡り交流を続けるために、持続可能な事業
 形態を継続して考える必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 事業形態の見直しにより、必要最低限の
 予算規模で事業を実施している。また、
 人員についても必要最低限であり、これ
 以上の削減は不可能である。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い姉妹都市交流事業において、これまでは成人の交流を主に行ってきたが、将来の宮崎市及び
 本市の姉妹都市交流の礎になる児童交流を主軸にするべく事業内容を見直した。
 児童交流は申込人数も多くあり、また、参加者の感想を見ても満足度は高い。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ●えれこっちゃみやざき派遣事業
 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
 事業中止
 ●成人観光訪問団受入れ事業
 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
 事業中止
 ●児童交流事業
 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
 事業中止
 ●児童交流事業
 児童を対象に訪問団を交互に派遣する。
 令和４年は橿原市の児童を派遣した。
 ●成人観光訪問団受入れ事業
 新型コロナウイルス感染症拡大に伴い、
 事業中止
 00
 一般財源増加額（前年度比）--2,051-558
 一般財源162,8632,0672,305
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 3,6924,9455,8914,945
 人件費割合（LC/TC）1.000.630.740.68
 総費用（TC）3,7087,8087,9587,250
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）162,8632,0672,305
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）3,6924,9455,8914,945
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標人人人人
 実績人人
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 16,100
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 八木札の辻交流館の
 イベント回数
 23
 4,685
 成
 果
 ②
 今井まちなみ交流セ
 ンター「華甍」入場
 者数
 15,00015,00015,00017,000
 33
 22
 10,433
 成
 果
 ①
 八木札の辻交流館入
 場者数
 3,0004,0005,0005,000
 3,737
 関連する
 個別計画
 橿原市観光基本計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 今井町内観光施設管理運営費
 一般会計教育費社会教育費文化財保護費まちなみ交流センター管理運営費（繰越明許）関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費観光費八木札の辻交流館管理運営費
 一般会計商工費商工費観光費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 【八木札の辻交流館の管理運営】市指定文化財「東の平田家（旧旅籠）」八木札の辻交流館の説明と貸室の案
 内を行うため、管理運営補助業務を委託します。
 【八木札の辻交流館の活用】愛宕祭夜間開館や講演会、体験イベントを開催します。
 【今井まちなみ交流センター等指定管理業務】今井まちなみ交流センター及び今井まちなみ広場を指定管理制
 度により管理運営し、より質の高いサービスを市民及び来訪者に対し提供します。
 【今井西環濠広場駐車場管理運営業務】今井西環濠広場駐車場を今井まちなみ広場と一体的に運営するため、
 今井まちなみ交流センターの指定管理者に管理運営業務を委託します。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-1 幅広い橿原の魅力発信を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２４　観光・交流
 事務事業分類継続事業施設一体型管理活用事業（指定管理）
 事務事業名観光施設管理活用事業
 担当課魅力創造部観光政策課
 課室長名長谷川　充
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 /0/2/2/2
 /人数/1.4/1.6/1.25/1.2
 /1.4/3.6/3.25/3.2
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 八木札の辻交流館、今井まちなみ交流センター共に本市を代
 表する歴史的建造物である。それぞれの施設が立地する八木
 町・今井町を今後において本市周遊観光の拠点とするべく、
 注力していく。
 方向性現状維持
 内
 容
 今後、本市周遊観光の核と成長させるべ
 く、財源及び人員を継続して配置する。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い新型コロナウイルス感染症の影響も弱まり、イベントを開催することができたため、八木札
 の辻交流館及び今井まちなみ交流センターについて、目標来館者数を超過することができ
 た。また、八木札の辻交流館の使用料収入は増額となった。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・八木札の辻交流館の施設管理運営
 ・八木札の辻交流館の貸室業務
 ・八木札辻交流館を利用したイベントの
 開催
 ・今井まちなみ交流センター「華甍」の
 施設管理運営
 ・今井まちなみ交流センター「華甍」の
 貸室業務
 ・今井まちなみ広場駐車場の施設管理
 ・今井西環濠広場駐車場の施設管理
 ・八木札の辻交流館の施設管理運営
 ・八木札の辻交流館の貸室業務
 ・八木札辻交流館を利用したイベントの
 開催
 ・今井西環濠広場駐車場の施設管理
 ・今井まちなみ交流センター及び今井ま
 ちなみ広場駐車場の指定管理業務
 01,900
 一般財源増加額（前年度比）--7,3531,456
 一般財源9,75614,22617,10915,682
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他13,1243,39203,422
 0000
 地方債00
 8,6159,8907,7527,418
 人件費割合（LC/TC）0.350.460.420.36
 総費用（TC）31,49527,50824,86128,422
 会計年度任用職員（※2）2,5242,7592,7592,759
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）22,88017,61817,10921,004
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）11,13912,64910,51110,177
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 内外プロモーション
 発信回数（イベン
 ト・講座、広告、パ
 ブリシティ）
 28
 488
 成
 果
 ②
 1212
 212
 成
 果
 ①
 市ホームページ内シ
 ティセールス関連
 ページ閲覧数
 01,0002,0002,500
 0
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費企画費戦略的情報発信事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市のイメージや知名度を高め、より多くの人に移り住んでもらい、また訪れてもらったり関係をもっても
 らったりすることにより、人や企業に「住んでみたい」「ビジネスをしたい」と思われるように、市が持つ魅
 力を市内外に効果的に発信する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-1 幅広い橿原の魅力発信を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２４　観光・交流
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名戦略的情報発信事業
 担当課企画戦略部企画政策課
 課室長名清水　千恵美
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 /0/0/0/0
 /人数/0.45/0.45/1.5/1.55
 /0.45/0.45/1.5/1.55
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 魅力を伝えようとする（魅力にふれる）きっかけづくりが不
 足しており、市民や企業が自ら橿原市をPRしてもらえるよ
 う、ホームページでPRできる素材の公開や、自主的に発信
 したくなるような素材提供を行っていく。
 方向性現状維持
 内
 容
 効果の図りにくい広告費やイベント等に
 多大な経費を掛けず、歳入確保や既存の
 事業との組み合わせ、官民連携によりシ
 ティセールスを行っていく。人員を増員
 せずに市民自ら発信できるようなしかけ
 や取り組みを行う。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い学生・地域住民等へのシティセールスでは、講演後に、橿原市に関心興味を喚起することが
 でき、「橿原市の魅力を話したりSNS等で発信したい」と思った割合が7～8割であった。
 カプコンとの協定により、外部団体による大和八木駅前広場に学生とコラボした壁画作成の
 申出や企業・団体から連携の申出など住民の力で自発的な発信につながる素地づくりに寄与
 した。
 （169のターゲット）
 やや低い17.17
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・橿原市を認知してもらうため「日本国
 はじまりの地橿原」のキャッチフレーズ
 を利用して、地元サッカーチームのユニ
 フォームへのロゴ掲出
 ・橿原市をさらに知りたいと思わせるよ
 う、市の古道を紹介する書籍や絵はがき
 の販売
 ・地域の大学生に橿原市をPRしてもら
 えるよう、大学の講義で橿原市を紹介
 ・地域の住民や学生に橿原市をPRして
 もらえるよう、トップ（市長）セールス
 を含め、講義等で橿原市の紹介を行う。
 ・カプコンの世界的な知名度を生かして
 「日本国はじまりの地橿原」を知っても
 らい、訪れ、PRをしてもらうため、カ
 プコンと包括連携を締結した。
 ・橿原市を認知してもらうため「日本国
 はじまりの地橿原」のキャッチフレーズ
 を利用して、地元サッカーチームのユニ
 フォームへのロゴ掲出
 ・橿原市をさらに知りたいと思わせるよ
 う、市の古道を紹介する書籍や絵はがき
 の販売
 00
 一般財源増加額（前年度比）--222950
 一般財源-292181931,168
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他39005,400
 0000
 地方債00
 2,7692,7829,3029,581
 人件費割合（LC/TC）1.000.930.980.59
 総費用（TC）2,7793,0009,49516,149
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）102181936,568
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）2,7692,7829,3029,581
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 市広報誌やメディア
 媒体での告知宣伝
 33
 29
 成
 果
 ②
 33
 26
 成
 果
 ①
 三世代ファミリー定
 住支援住宅取得補助
 金等の申請者数
 30303030
 19
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計総務費総務管理費移住交流推進費移住定住促進事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●橿原市の魅力や移住関連情報が効果的に伝わる移住特設サイトを整備する。
 ●首都圏等における移住イベント等のプロモーションを通じて橿原市の魅力発信を強化するとともにさまざま
 な分野の移住相談が可能な利用しやすい移住相談窓口体制を整備する。
 ●移住支援に関する補助金等により、住居の確保、移住費用の軽減など、移住に関する費用の軽減化を図り、
 本市への移住促進を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標② 新たな人の流れや交流を盛んにする魅力づくり
 ⇒ 基本的方向②-1 幅広い橿原の魅力発信を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２５　商工業・しごと
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名移住定住促進事業
 担当課魅力創造部地域振興課
 課室長名村井田　悟
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 /0/0/0/0
 /人数/1.6/1.6/1.2/1.6
 /1.6/1.6/1.2/1.6
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 人口の社会減に比べて移住による転入件数が少なく、本事業
 が人口減少の改善に十分に寄与できているとは言い難い。た
 だ本市の魅力を発信することにより移住・定住につながる者
 もいることから、移住検討者に向けた丁寧なサポート体制を
 整えていくと同時に、本市の魅力を分かりやすく伝えられる
 ようなプロモーション事業に注力していく。
 方向性現状維持
 内
 容
 移住促進にはプロモーションが必要不可
 欠であることから、国や県などの移住関
 連の補助金を活用し、広告宣伝費を確保
 していく必要がある。
 職員の人件費については、ある一定の作
 業量は必要であるため、過剰ではなく適
 当である。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い補助金による移住の誘因となった割合がR3年度の16％からR4年度は21％となり少しづつ
 浸透している。本市では初めてとなる移住体験ツアーの開催により、移住検討者のより具体
 的な移住イメージの醸成に繋がった。本事業は短期間で大きな成果を出すことが難しいが、
 UターンやIターンによる定住人口の増加に寄与しているため、一定の事業効果があると考
 える。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・移住・定住サポートネットワークの創
 設
 ・サポートネットワーク戦略プランの策
 定
 ・三世代ファミリー定住支援住宅取得補
 助金の交付と、制度の抜本的な見直し
 ・古民家オンライン移住体験ツアーの実
 施
 ●移住特設サイトのリニューアル
 ●移住相談窓口体制の整備
 ・移住コンシェルジュ育成研修　5回
 参加者のべ68名
 ●移住関連イベント
 ・join移住・交流＆地域おこしフェア
 相談件数8件
 ・移住セミナー（東京・大阪）各２回
 参加者20名
 ・移住体験ツアー　3回　参加者29名
 ●移住関連補助金　計29件
 ・三世代ファミリー定住支援住宅取得補
 助金　21件
 ・移住支援金　2件
 ・結婚新生活支援補助金　6件
 00
 一般財源増加額（前年度比）--2,489-1,816
 一般財源10,43413,24312,92311,427
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金05,2001,6975,900
 県支出金
 その他2,0003,6001,4000
 0400400400
 地方債00
 9,8459,8907,4429,890
 人件費割合（LC/TC）0.440.310.310.36
 総費用（TC）22,27932,33323,86227,617
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）12,43422,44316,42017,727
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）9,8459,8907,4429,890
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 創業者・中小企業支
 援に関する広報等で
 の周知回数
 44
 146
 成
 果
 ②
 44
 166
 成
 果
 ①
 緊急・特別小口・創
 業支援融資実行件数
 350200200200
 321
 関連する
 個別計画
 創業支援事業計画
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費商工振興費創業者・中小企業等支援事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市内中小企業経営の安定・設備の近代化等を促進するため及び新規創業しようとする方への事業資金につい
 て、市内金融機関、信用保証協会と協力し、以下の制度融資を実施運用し、市内中小企業の振興発展を図る。
 ➀特別小口融資制度…融資限度額1000万円以内・融資期間5年以内
 ②緊急融資制度…融資限度額200万円以内・融資期間3年以内
 ③創業支援融資制度…融資限度額1000万円以内・融資期間7年以内
 ●市内中小企業の事業継続や新規創業を支援し、市内企業の競争力の強化や付加価値の創出を図り、地域経済
 の発展に努める。
 ●令和3年度に緊急融資の融資を受けた事業者に対して、その融資にて生じた利子の利子補給を実施する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標① 地の利を活かしたしごとの場づくり
 ⇒ 基本的方向①-1 企業誘致や起業支援を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２５　商工業・しごと
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名創業者・中小企業等支援事業
 担当課魅力創造部地域振興課
 課室長名村井田　悟
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 /0/0/0/0
 /人数/1.45/1.45/1.45/1.45
 /1.45/1.45/1.45/1.45
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 令和4年度内に実施した事業者アンケートからも依然として
 「資金繰り支援策」を求める声が多く、制度融資の継続実施
 は必要である。また新たに創業を目指す事業者への支援や
 ウィズコロナ、アフターコロナを見据えた事業者支援のあり
 方についても検討を進める必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 市の制度融資については、継続的に実施
 していく。財源については、国、県の補
 助金が無く、市単独費での運用となる
 が、実際の歳出負担は少ない。また、人
 員については、関係機関と連携すること
 で、必要最小限で効率的に事業実施して
 おり、過剰ではない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い令和4年度は総計146件の制度融資を実行し、その中で「特別小口」は108件（令和元年は
 105件）、「創業融資」は4件（令和元年は4件）と、コロナ禍前の令和元年の水準にな
 り、中小企業や小規模事業者への資金繰り支援に繋がった。また多くの事業者が事業継続支
 援金を受けられたことから市内事業者の事業継続に向けた一助となる効果的な取組みとなっ
 た。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 市内中小企業経営の安定及び設備の近代
 化等を促進するための事業資金につい
 て、融資の斡旋を行うことによって、本
 市中小企業の振興発展を図る。また、新
 型コロナウイルス感染症の影響を受けた
 事業者に対する支援を行う。
 ●制度融資
 ・特別小口融資 108件、644,900千円
 ・緊急融資 34件、56,800千円
 ・創業支援融資 4件、35,000千円
 ●コロナ緊急融資利子補給事業
 　令和3年度の緊急融資を受けた事業者
 に対し、令和4年度の利子を補給。
 　259事業者、約3,125千円
 ●事業継続支援金事業　第2弾
 　コロナ関連融資を受けた場合に支援金
 （利子・保証料相当額）を支給。
 　195事業者、47,065千円
 00
 一般財源増加額（前年度比）---25,7904,882
 一般財源41,6878,44615,89713,328
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金228,317046,0060
 県支出金
 その他901,420891,719869,426960,577
 310,590000
 地方債00
 8,9228,9638,9928,963
 人件費割合（LC/TC）0.010.010.010.01
 総費用（TC）1,490,936909,128940,321982,868
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）1,482,014900,165931,329973,905
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）8,9228,9638,9928,963
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 地域経済活性化への
 取組（イベント等）
 回数
 22
 19
 成
 果
 ②
 22
 12
 成
 果
 ①
 創業支援等事業(創
 業塾)を受講して創
 業した方の比率（創
 業者率）
 0202020
 0
 関連する
 個別計画
 創業支援事業計画
 橿原市導入促進基本計画
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 商工業振興事業費
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費商工総務費商工総務管理費
 一般会計商工費商工費商工振興費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●商工会議所に対する運営補助を実施することで、小規模・中小企業の持続的発展に向けた側面的な支援実施
 し、また、市内の商工業の総合的な改善発達を図り、社会一般の福祉の増進を図る。
 ●商工業活性化事業補助金として、商工会議所が行う各種事業（販路拡大事業・創業支援事業・地域経済活性
 化事業・経営力向上事業）を支援し、地域経済の発展を図る。
 ●中心市街地活性化事業として、大和八木駅周辺の賑わいの創出を目的に地域の団体が行う地域経済活性化イ
 ベントを支援する。
 ●企業内での人権教育を推進する為、橿原市企業内人権教育推進協議会の事務局を運営する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標① 地の利を活かしたしごとの場づくり
 ⇒ 基本的方向①-1 企業誘致や起業支援を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２５　商工業・しごと
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名商工業振興事業
 担当課魅力創造部地域振興課
 課室長名村井田　悟
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 /0/0/0/0
 /人数/1.9/1.9/1.7/1.9
 /1.9/1.9/1.7/1.9
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 令和4年度実施の事業者アンケートにおいても、「売上回復
 に対する課題」の声が245件と最も多かった。また今後の
 ウィズコロナ、アフターコロナを見据え、創業への機運が高
 まっていくことが予想されるため、売上回復に向けた販路拡
 大、創業支援といった事業者への支援と合わせて需要喚起に
 なる地域経済活性化イベントを継続して実施していく必要が
 ある。
 方向性現状維持
 内
 容
 継続して事業者の意見を常に聴取し、事
 業実施していく必要がある。事業費は、
 市が拠出する補助金が多くを占め、この
 補助金は令和3年度に一度見直しを実施
 済で、削減の余地は少ない。人員は。イ
 ベント実施等である一定人員が必要な
 為、過剰ではない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い創業を支援する為の創業セミナーを開催を補助することで、受講完了者の19％が既に創業
 し、42％の受講完了者が創業の準備を進めており、創業へ繋げる支援を実施できた。ま
 た、地域経済活性の為に実施されたイベントである飛鳥RUN×2リレーマラソンでは地元飲
 食店等で構成されるうまいもんコーナーを設営管理し、アンケート回答者の約83％の方か
 ら満足と好評を得ており、地域経済活性化と商工業の振興を同時に図ることができた。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 企業進出や事業規模の拡大に対する奨励
 金の交付。
 商工業者の振興発展のために橿原商工会
 議所に対して、運営補助金と販路拡大支
 援、創業支援、地域経済活性化、経営力
 向上支援事業に対する事業補助金の交
 付。
 中心市街地活性化支援、企業内における
 人権教育推進の取り組みを行う。
 ●商工会議所運営補助金
 ●商工業活性化事業補助金
 ・販路拡大支援事業（かしはらビジネス
 商談会　14回、橿原ブランド認定5品）
 ・創業支援事業（かしはら創業塾　受講
 総数30名）
 ・地域経済活性化事業（イルミネーショ
 ン、地域経済圏再発見事業）
 ・経営力向上事業（中小企業者・小規模
 事業者経営サポート事業　計94回）
 ●中心市街地活性化事業
 ・駅前植栽　4回
 ・YES21ふれあいフェス 参加者約
 1200名
 ●販路拡大支援
 ・飛鳥RUN×2リレーマラソン物産出店
 21事業者
 00
 一般財源増加額（前年度比）---9,737-21,770
 一般財源47,88960,34338,15238,573
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0002,000
 0000
 地方債00
 11,69111,74410,54211,744
 人件費割合（LC/TC）0.200.160.220.22
 総費用（TC）59,58072,08748,69452,317
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）47,88960,34338,15240,573
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）11,69111,74410,54211,744
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 就労関連イベントの
 回数
 22
 88.8
 成
 果
 ②
 22
 12
 成
 果
 ①
 就業率（シルバー人
 材センター）
 90909192
 88.5
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 労働対策事業費
 関連する
 予算事業
 一般会計労働費労働諸費労働諸費シルバー人材センター援助事業費
 一般会計労働費労働諸費労働諸費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●定年の引き上げ等、高齢者を取り巻く環境が大きく変化している中、高齢者の希望に応じた就業の機会及び
 高齢者の生きがい作りを提供する為、シルバー人材センターの支援を行う。
 ●地域の実情に応じて、働く意欲のあるすべての人が能力を発揮し、安心して働き、安定した生活を送れるよ
 う、奈良労働局やハローワーク大和高田、奈良県、その他就労支援関係機関と連携し、就労に関する情報提供
 を行う。
 ●就労への機会づくりとして、「シゴト応援フェア」を関係団体と共催で実施し、就労に関する情報提供など
 幅広く就職活動を支援する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２５　商工業・しごと
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名労働対策事業
 担当課魅力創造部地域振興課
 課室長名村井田　悟
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 /0/0/0/0
 /人数/1.45/1.45/1.45/1.45
 /1.45/1.45/1.45/1.45
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 シルバー人材センターについて、急速な高齢化の影響等によ
 る会員数の減少(令和3年度末：514人、令和4年度末：489
 人)や、インボイスの影響により、運営が圧迫化されること
 が想定され、今後の支援方策の検討が必要である。また就労
 支援関係機関との連携構築についても、引き続き広報、周知
 活動を積極的に図っていく。
 方向性現状維持
 内
 容
 高齢者を含めたすべての人の働く場づく
 りを提供していくために本事業は必要で
 ある。事業費については、運営補助金及
 び直近で見直しを実施した事務経費のみ
 で、国、県の補助金も無く、削減の余地
 は少ない。人員については、他業務兼務
 で体制でのあり、過剰ではない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高いシルバー人材センター事務所の運営補助を実施することで、会員約490人中435人が就業す
 ることでき就業率の増加に繋がった。また、奈良労働局と雇用対策協定を締結したことによ
 り、これまで以上に関係機関と幅広く連携することができ、「シゴト応援フェア」において
 も参加者の74％の方から「満足」のアンケート結果を得た。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 シルバー人材センター事務所改修工事を
 行い、運営に必要な経費について補助す
 る。
 求人情報や雇用・就労に関する各種情報
 提供、「橿原市ふるさとハローワーク」
 による求職活動支援、就労支援機関と連
 携したセミナー等の開催を行う。
 ●シルバー人材センター運営補助
 高齢者の就業機会の確保を目的とするシ
 ルバー人材センターの運営に対し運営補
 助金を交付。
 ●就労支援関係機関との連携
 ・令和4年5月に奈良労働局と「雇用対
 策協定」を締結し、子育て世代・若年
 者・生活困窮者等に対する包括的な連携
 体制を構築。
 ・シゴト応援フェアの開催（2日間）
 　参加団体8団体、参加者約60名。
 ・橿原市ふるさとハローワーク
 　来所者数　年間約8900人。
 　相談件数　年間約5400件。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---34,589-91
 一般財源53,62319,17819,03419,087
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0000
 0000
 地方債00
 8,9228,9638,9928,963
 人件費割合（LC/TC）0.140.320.320.32
 総費用（TC）62,54528,14128,02628,050
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）53,62319,17819,03419,087
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）8,9228,9638,9928,963
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標円円円円
 実績円円
 目標
 実績
 目標点点点点
 実績点点
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 返礼品の品数
 286400
 118,173,000
 成
 果
 ②
 450500
 359437
 成
 果
 ①
 ふるさと納税寄附金
 額
 70,000,000120,000,000140,000,000160,000,000
 90,925,000
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費商工振興費ふるさと納税事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●「誇れる郷土・かしはら応援寄附金」（ふるさと納税）として、橿原市への更なる寄附の促進、地元特産品
 や本市のPR等を目的とし、魅力ある橿原市の地場産品を返礼品として登録する。
 ●市内事業者にふるさと納税制度を周知することにより、新たな事業者の参加を促進する。
 ●新たな販路を通じた新規顧客の獲得による市内事業者の売り上げの増加に繋げる。
 ●新たなふるさと納税ポータルサイト導入の検討を行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２５　商工業・しごと
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名ふるさと納税事業
 担当課魅力創造部地域振興課
 課室長名村井田　悟
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 /0/0/0/0
 /人数/1.6/1.6/1.2/1.6
 /1.6/1.6/1.2/1.6
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 事業者の売上増加につなげるためにも、ふるさと納税制度を
 活用したさらなる寄附額の増加が必要となる。そのため、引
 き続き新規事業者の参画を促進するとともに、体験型の返礼
 品といった魅力ある返礼品のさらなる開発に取り組んでい
 く。
 方向性拡大する
 内
 容
 直接事業費については、寄附額の増加に
 伴い、返礼品代や送料等の経費が増加す
 ることは致し方ないと考える。
 人件費については、寄附額の増加やポー
 タルサイトの追加により事務量が増加し
 ている。今後更に寄附額を増やしていく
 ならば、増員が必要な状況にある。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い寄附額の約3割は返礼品代として返礼品受注事業者に支払っている。そのため寄附額の増加
 は参加事業者の売上に直結しており、事業者支援としての効果も高い。なお前年度寄附額は
 90,925千円であったが今年度は118,173千円となり、初めて1億円を突破し、順調に右肩
 上がりに推移している。またポータルサイトで返礼品として受け取られた方が参加事業者の
 店舗等で直接購入される場合もあり、さらなる販路拡大に繋がっている。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・ポータルサイトへ出店する事業者・返
 礼品の新規開拓・開発
 ・ポータルサイトでの見せ方の工夫
 ・ふるさとチョイス電子感謝券の新規導
 入
 ●出品事業者の新規参画
 　13事業者（63品）（計84事業者）
 ●魅力ある返礼品の追加
 　103品（既存事業者40品・新規事業
 者63品）（計437品）
 ●新たなポータルサイトの追加
 　「ふるなび」追加（計3サイト）
 00
 一般財源増加額（前年度比）---17,0580
 一般財源-49,7840-66,8420
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他90,92559,847123,38394,606
 0000
 地方債00
 9,8459,8907,4429,890
 人件費割合（LC/TC）0.190.140.120.09
 総費用（TC）50,98669,73763,983104,496
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）41,14159,84756,54194,606
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）9,8459,8907,4429,890
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標件件件件
 実績件件
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 企業立地促進奨励金
 交付申請サポート
 03
 成
 果
 ②
 23
 04
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 橿原市都市計画マスタープラン
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 企業立地推進事業費
 関連する
 予算事業
 一般会計商工費商工費商工振興費商工業振興事業費
 一般会計商工費商工費商工振興費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 中長期の目標として、ある程度の広さのある一団の土地を企業誘致ゾーンに設定し、工場や事務所、店舗等の
 事業所の誘致に繋げることができるようソフト面、ハード面両方の環境の整備を進めていくものである。企業
 誘致ゾーンの設定について、都市計画マスタープランをベースに都市計画法、農地法その他の関係法令との整
 合を図り、且つ、地域住民の意向についても配慮しながら候補地の選定を進めていく。
 短期の目標としては、長年未利用となっている市有地・公社有地の活用の一つの方策として企業誘致を検討し
 ていく。中長期目標、短期目標いずれにおいても、、企業の意向を把握する必要があるため、令和4年度から
 令和5年度にかけて、企業のニーズ調査を実施し、その結果に基づいて、令和6年度以降、企業誘致ゾーンの設
 定、当該ゾーンの土地の整備や企業へのPR活動を行っていく。また、事業所等の新増設及び移転等市内に進出
 を希望する企業や事業規模を拡大する企業に対し、奨励金の交付、相談対応などサポートを行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）目標① 地の利を活かしたしごとの場づくり
 ⇒ 基本的方向①-1 企業誘致や起業支援を進めます
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２５　商工業・しごと
 事務事業分類新規事業ハード事業
 事務事業名企業立地推進事業
 担当課
 都市デザイン部企業立地推進
 室
 課室長名芳仲　敏典
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 /0/0/0/0
 /人数/0/2.4/2.4/3
 /0/2.4/2.4/3
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 　企業ニーズ調査の結果等から橿原市への立地を希望する企
 業が一定数存在することが確認できたので産業用地整備のた
 めの取り組みを継続していく。整備に当たっては、地理的条
 件や都市計画法、農地法等の各種法令による制限等のハード
 ルが存在するため、令和5年度に実施する実現可能性調査に
 おいて、条件の整理を行い、産業用地の候補地を決定し、基
 本計画策定等、次のフェーズに移行する。
 方向性拡大する
 内
 容
 　令和4年度は主にデータの整理等の事
 務的作業が主であったが、令和5年度以
 降、委託による調査、計画策定、整備設
 計、整備工事と繋がっていくため、事業
 費、人員とも拡大していく必要が見込ま
 れる。
 資源の配分
 財源拡大
 人員拡大
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い・市有地と公社有地の整理を行うことによって、現状、企業に紹介できる土地を把握するこ
 とができた他、企業ニーズ調査の結果（速報値）から、企業立地に関して、企業の橿原市へ
 の関心度合いを測ることができた。
 ・企業立地セミナー開催に係る関係機関等の協力を取り付けることが出来た他、周知に関し
 て各経済団体等の協力を得ることができた。
 （169のターゲット）
 やや低い9.219.22
 低い8.31
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・市有地の有効活用に向け、固定資産台
 帳に登載されているすべての市有地と土
 地開発公社有地（5,818件一部重複有）
 の整理を行い、土地利用の可否について
 関係各課のヒアリングを行った。
 ・土地利用が可能である市有地の有効活
 用や今後の企業誘致の戦略を検討するた
 め、奈良県内及び大阪府東部および京都
 府南部の市町に本社を置く事業者を中心
 に企業ニーズ調査を実施し、橿原市内で
 の事業所の新設・移転・増設等の意向を
 調査した。（770社にアンケート調査を
 行い276社から回答）
 ・令和5年度初旬に開催を予定している
 企業立地セミナーの準備（開催の周知、
 参加者募集、関係各所への協力依頼等）
 を実施した。
 00
 一般財源増加額（前年度比）--925,864
 一般財源0373926,237
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他0018,3260
 0006,610
 地方債00
 014,83514,88318,543
 人件費割合（LC/TC）-0.980.450.36
 総費用（TC）015,20833,21851,390
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）037318,33532,847
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）014,83514,88318,543
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標点点点点
 実績点点
 目標人人人人
 実績人人
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 51
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 イベントでの朝市出
 店回数
 12
 212
 成
 果
 ②
 経営所得安定対策等
 交付金対象人数
 51525354
 36
 00
 51
 成
 果
 ①
 農産物品評会での出
 品点数
 200213226240
 0
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 米政策改革推進対策事業費
 一般会計農業費農業費農村地域農政総合推進費農村地域農政総合推進事業費関連する
 予算事業
 一般会計農業費農業費農業振興費農業振興事業費
 一般会計農業費農業費農業振興費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●農業祭・農産物品評会や朝市などのイベントを開催し、生産者と消費者との交流を図るとともに農業技術の
 向上および地産地消を推進する。
 ●担い手不足や耕作放棄地対策として、地域の将来や有する課題などを話し合う人・農地プランの推進、各農
 業関係者の連携による農地の集積・集約化、次世代農業を担う新規就農者への営農指導および経営安定のため
 の支援資金の交付、農地の維持管理を行う地域共同活動への補助金交付などを行う。
 ●森林環境整備対策として、森林の間伐や危険木の伐採等を適切に整備し、木材利用の促進ための普及啓発な
 どを行う。また森林管理の状況等を把握するための意向調査も行う。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２６　農業
 事務事業分類継続事業ソフト事業
 事務事業名農業振興事業
 担当課都市デザイン部農政課
 課室長名髙嶋　宏和
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 /1/1/1/1
 /人数/3.95/4.57/4.32/3.37
 /4.95/5.57/5.32/4.37
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 農業者の高齢化により、今後農地の放棄地が増えていくこと
 が予想される。引き続き新たな担い手の確保に向けた支援を
 実施していく。
 また、地域内において「農地を誰が担っていくのか」「誰に
 農地を集約していくのか」農地の現状を把握し、住民による
 話し合いを実施する人・農地プランの実質化を進める必要が
 ある。
 方向性現状維持
 内
 容
 事業費については、大半が県補助を含む
 交付金であり、削減の余地は少ない。
 職員の人件費についてもある一定の作業
 量は必要であり、過剰であるとは言えな
 い。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い農業従事者の高齢化が進んでおり、新規就農者の確保が喫緊の課題であり、補助事業や営農
 サポート体制を充実したことで、新規就農者の確保に繋がった。また、米の需要が減少して
 おり、米以外の作目となる農作物の作付支援を実施したことで、転作者の増加に繋がった。
 人・農地プランの実質化に向けた住民の話合いを実施し、住民による農地の利用集積に向け
 た理解が深まり、将来の進むべき方向性がまとまった。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ・農業者支援事業　農業者が作成した営
 農計画書に基づき、経営所得安定対策等
 交付金の交付業務を行い、土地改良区へ
 支払う賦課金のうち３割を市が負担し
 た。
 ・多面的機能支払交付金事業　活動組織
 が行う共同活動に対し、現地確認及び書
 類作成に関する指導・相談の支援を行
 う。国費５０％、県費２５％、市費２
 ５％の補助金が交付した。
 ①地産地消推進事業　農業祭では各種団
 体の出店、農産物品評会の開催と即売会
 を行った。
 ②農業者支援事業　農業者が作成した営
 農計画書に基づき、経営所得安定対策等
 交付金の交付業務を行い、土地改良区へ
 支払う賦課金のうち２４％を市が負担し
 た。
 ③多面的機能支払交付金事業　活動組織
 が行う共同活動に対し、現地確認及び書
 類作成に関する指導・相談の支援を行っ
 た。
 ④人・農地将来ビジョン支援事業
 　令和4年度は45地区にて説明会を開催
 し、新たに鳥屋町外14地区で人・農地
 プランを実質化した。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---7,187-95
 一般財源39,82133,69832,63433,603
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他919812
 15,49147,84018,47937,017
 地方債00
 24,30528,24826,78920,830
 人件費割合（LC/TC）0.340.280.380.26
 総費用（TC）79,626109,80577,91091,462
 会計年度任用職員（※2）2,4972,5132,4432,538
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）55,32181,55751,12170,632
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）26,80230,76129,23223,368
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標人人人人
 実績人人
 目標
 実績
 目標回回回回
 実績回回
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 集客施設周辺でのフ
 リーマーケットの開
 催回数
 43
 65,779
 成
 果
 ②
 66
 06
 成
 果
 ①
 来客者数
 51,00052,10053,30054,500
 63,440
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計土木費都市計画費公園管理費新沢千塚集客施設管理事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●新沢千塚古墳群公園の利用者への利便性向上及び集客性向上を図るため、地元の農事組合法人に農産物直売
 所「新沢千塚ふれあいの里」の運営と施設管理業務を委託し、地域農業の発展と地域の農産物の地産地消、地
 域の活性化を推進する。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２６　農業
 事務事業分類継続事業施設一体型管理活用事業（直営）
 事務事業名新沢千塚集客施設管理事業
 担当課都市デザイン部農政課
 課室長名髙嶋　宏和
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 /0/0/0/0
 /人数/0.7/0.56/0.56/0.56
 /0.7/0.56/0.56/0.56
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 年々来場者数が増えてきており、地産地消の推進に大いに役
 立っている。地元農事組合法人の取組もあり、地域の活性化
 にも繋がっている。
 今後は市のHPなども積極的に活用し、イベント等の周知に
 努めることで来場者数を増やし地産地消を推進する。
 方向性現状維持
 内
 容
 事業費については、施設管理費であるた
 め削減の余地は少ない。
 職員の人件費についても、ある一定の作
 業量は必要であり、過剰であるとは言え
 ない。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い地元で作られた新鮮な農作物の販売を通じて生産者と消費者が交流することで、来客数が増
 加し地産地消に繋がった。また、運営管理を地元農事組合へ委託することにより、顧客の
 ニーズに合った農産物商品（花壇苗や農産物加工品等）を取り扱うことで、来客者が増え地
 元の活性化に寄与できた。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ①ふれあいの里管理業務
 　地元で作られた農作物を地元の市民に
 提供する、いわゆる地産地消の推進を目
 指すと同時に地元の活性化に寄与するた
 め、地元の農事組合法人に施設管理業務
 を委託した。
 ①ふれあいの里管理業務
 　地元で採れた新鮮な農産物の販売によ
 り、地産地消を推進した。周辺施設での
 催しに合わせ、キッチンカー等の出店
 や、イベントに併せて新たな企画等を実
 施するなど、公園の来場者を直売所に取
 り込む工夫を行った結果、前年度比で来
 客数が約4％増加した。
 00
 一般財源増加額（前年度比）---1,507581
 一般財源8,3006,5646,7937,145
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金0000
 県支出金
 その他1,8961,8881,8951,978
 0000
 地方債00
 4,3083,4623,4733,462
 人件費割合（LC/TC）0.300.290.290.28
 総費用（TC）14,50411,91412,16112,585
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）10,1968,4528,6889,123
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）4,3083,4623,4733,462
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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 令和4年度事務事業評価
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 会計款項目事業
 ２．指標の推移（※1）
 年
 目標
 実績
 目標
 実績
 目標％％％％
 実績％％
 目標
 実績
 （※1）事務事業分類が「ハード事業」又は「事務」の事業は、成果指標での評価が事業の性質にそぐわないため、活動指標のみを設定しています。
 活
 動
 ②
 活
 動
 ①
 予算額に対する補助
 金交付執行率
 100100
 成
 果
 ②
 100100
 93100
 成
 果
 ①
 関連する
 個別計画
 　
 　
 　
 指標名令和2年度令和3年度令和4年度令和5年度令和6年度
 関連する
 予算事業
 一般会計農業費農業費土地改良事業費土地改良事業費
 １．事務事業の概要
 事業の
 概要
 ●市内の農業生産性を向上させるべく、地元や土地改良区が管理する農業用施設（農道、用水路、ため池、井
 堰など）の整備や改修費用に対する補助金の交付。また、整備や改修が大規模になるものについては、市が整
 備・改修計画のサポートを行うとともに国や県の補助金活用を促すことで、費用の負担軽減を図る。
 総合計画
 の
 位置づけ
 政策
 施策
 総合戦略
 の
 位置づけ
 基本目標（その1）
 ⇒ 基本的方向
 基本目標（その2）
 ⇒ 基本的方向
 4みんなが活力と魅力を生み、賑わい溢れるまち
 ２６　農業
 事務事業分類継続事業ハード事業
 事務事業名土地改良事業
 担当課都市デザイン部農政課
 課室長名高嶋　宏和
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 /0/0/0/0
 /人数/1.95/2.07/2.07/2.07
 /1.95/2.07/2.07/2.07
 ■
 今
 後
 の
 方
 向
 性
 今後の課題と解決への取組み事業の方向性と資源の配分
 今後、農業用施設の老朽化に伴い、改修・修繕費用の要望が
 増加していくものと考えられます。その中で、必要性・緊急
 性から、優先度や予算の平準化を考慮し、計画的に対応する
 必要がある。
 方向性現状維持
 内
 容
 事業費については、大半が農業用施設の
 整備・改修の費用であるため、削減の余
 地はない。職員の人件費についても、こ
 れらの業務対応のため削減の余地はな
 い。
 資源の配分
 財源現状維持
 人員現状維持
 事
 業
 の
 効
 果
 高い事業の効果の理由・成果指標の実績の要因と分析SDGsへの貢献
 やや高い事業主体である地元代表者及び各農家水利組合からの施設改修や修繕の要望に対し、必要
 性、緊急性から優先度を考慮し、計画的に補助金を執行することで、農業用施設の健全性の
 確保や維持管理の適正化を図る効果が得られた。また、農業用水路や農道井堰等においても
 老朽化対策や安全対策を実施し、施設の機能を維持・向上させることで、農業の生産性向上
 を図る効果が得られた。
 （169のターゲット）
 やや低い
 低い
 実
 施
 し
 た
 事
 業
 内
 容
 （
 実
 績
 ）
 令和2年度令和3年度令和4年度
 ①市単独土地改良事業補助金事業
 　地元代表者及び各農家水利組合が事業
 主体となり、農業用施設の整備、修繕に
 対し補助金を交付した。
 ②施設等修繕事業
 　農業用水路や農道において、機能の維
 持や安全対策が必要とされているため、
 老朽化した部分を修繕する事で適切な維
 持管理を図った。
 ①市単独土地改良事業補助金事業
 　地元代表者及び各農家水利組合が事業
 主体となり、農業用施設の整備、修繕に
 対し補助金を5地区の農家団体に交付し
 た。
 ②施設等修繕事業
 　長期間経過し老朽化した農業用施設の
 修繕12箇所を行い、営農環境の改善や
 農業用水路や農道において、機能の維持
 や安全対策が必要とされた老朽化した部
 分を修繕する事で適切な維持管理を図っ
 た。
 ③農業水利施設整備・診断事業
 　農業用施設の整備、改修の地元要望に
 対して、それぞれ要件を満たす事業要件
 により施設の改修計画の作成し、来期の
 改修工事に向け調整を図った。
 10,1000
 一般財源増加額（前年度比）---16,430-2,420
 一般財源14,96215,491-1,46813,071
 （※2）会計年度任用職員の人件費は、直接事業費に含まれます。（※3）正職員の人件費は、再任用職員の人件費を含みます。
 財
 源
 内
 訳
 国庫支出金02,0008,6130
 県支出金
 その他1,9624853138
 00079,179
 地方債3,80010,100
 11,99912,79512,83712,795
 人件費割合（LC/TC）0.370.320.430.12
 総費用（TC）32,72340,43430,135105,183
 会計年度任用職員（※2）0000
 決算額当初予算額
 歳
 出
 直接事業費（DC）20,72427,63917,29892,388
 人
 件
 費
 人件費合計（LC）11,99912,79512,83712,795
 正職員（※3）
 ３．事務事業評価
 コスト（単位：千円）
 令和2年度令和3年度令和5年度
 決算額決算額当初予算額
 令和4年度
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